
 

79 

 

耐震改良工法の概要 

護岸等の耐震改良工法は、「港湾空港技術研究所資料№1145」12）に多くの工法が記載さ

れている。以下に、「港湾空港技術研究所資料№1145」には記載されていない地盤改良工

法の詳細及び新しい工法の概要を示す。 

なお、地盤改良工法は、液状化時の強度不足及び護岸等の背後からの土圧を低減させる

液状化対策工法を基本とし、表 8-1 に示す体系的整理結果より、護岸等（既設構造物）の

周辺地盤で適用できる工法を抽出した。 

・サンドコンパクションパイル工法（静的締固め） 

・圧入締固め工法 

・表層安定処理工法 

・深層混合処理工法 

・高圧噴射攪拌工法 

・薬液注入工法 

各工法の概要は、「臨海部産業施設の強靱化工法ガイドライン」13）を引用しており、狭

隘部での施工の欄（施工時の最小幅,空頭制限）、標準施工能力が記載されている。これら

の項目を参照することにより、民間事業者の事業活動への影響の軽減（①施工時の占用ス

ペースが小さい工法、②施工スピードが速く施工期間が短い工法）に役立つ工法を選定で

きる。備考欄は、資料を提供した方の所属団体（会社、協会、研究会等）名を記載してい

る。なお、各工法のリンク先も記載しているが、リンク先が協会や研究会にある場合は、

それらを記入している。また、モデルケースに対する概算直接工事は、下記の条件として

いる。 

■積算モデル 

工事積算の条件は以下のとおりである。 

改良工法による適用深さの違いから、中層混合処理工法とそれ以外とでモデルの深さを

分ける。 

施工深さは、中層混合処理工法は 10ｍ、それ以外の工法は 15ｍとする。非改良深度とな

る土被りは 2ｍとする。 

【積算の条件】 

・図 8-1（改良対象範囲と地盤条件）に示す改良対象範囲に対する直接工事費とする。 

（中層改良工法の場合）：H1=8m,H2=10m,対象範囲=長さ 100×幅 10×高さ 8=8,000m3 
                                                        

12） 菅野高弘,野末康博,塩崎禎郎,小濱英司:地震による岸壁の被災・復旧工法・耐震補

強工法,港湾空港技術研究所資料,No.1145,2006.9 

13） 産業施設の強靱化工法に関する研究会,早稲田大学東京安全研究所,一般財団法人 産

業施設防災技術調査会:臨海部産業施設の強靱化工法ガイドライン,2016.3, 

http://idmc.or.jp/file/guideline1.pdf 
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（中層改良以外の場合）：H1=13m,H2=15m, 対象範囲=長さ 100×幅 10×高さ 13＝

13,000m3 

・改良率は 100％とする。100％が困難な工法は、できるだけ 100％に近い改良率とする。 

・工法の特性から GL 以下を全深度改良するものは、全深度改良での金額とする。 

・作業は昼間施工とし、定時（朝 8 時～夕方 5 時）とする。 

・作業床は平坦かつ良好で、表層改良等の必要の無い状態とする。 

・架空線、地下埋設物、近接構造物などの支障の無い条件とする。 

・施工台数、セット数について制限は無いが、適切なものとする。 

・運搬費や分解組立費などの仮設費は含まない金額とする。 

・使用水は支給とするが、電力は発動発電機によるものとして燃料費などの金額を計上

する。 

・労務費、材料費、燃料費などの単価で「建設物価」によるものは平成 27 年 8 月東京

の単価。 

・排泥発生量または盛上り土量についてはその発生量を明記し、工事費には計上しない。 

・固化材添加量や配合などの仕様は、下記の強度を満足するように設定する。 

・機械撹拌工法については、砂質土の設計強度（quck）を.300kN/m2 以上とする。 

・高圧噴射併用機械撹拌工法は、砂質土の設計強度（quck）を 500kN/m2 以上とする。 

・高圧噴射撹拌工法については、砂質土の設計強度（quck）を 1,000kN/m2 以上とする。 

・薬液注入工法の場合には、砂質土の設計強度（quck）を 100kN/m2 以上とする。 

・自在ボーリング等の曲り削孔については、改良対象範囲直上の使用不可を制約条件と

する。 

・改良範囲の外へ余掘りが必要な工法については、余掘り可能な条件とする。 

 

 
図 8-1 積算モデルの改良対象範囲と地盤条件 13） 

 



 

 

表 8-1 液状化対策工法の体系的整理結果14） 

                                                        

14）浦安市液状化対策技術検討調査委員会,公益社団法人地盤工学会・公益社団法人土木学会・一般社団法人日本建築学会:平成 23 年度 浦安市液状化

対策技術検討調査 報告書,平成 24年 3月 
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表 8-2 地盤改良工法の概要（サンドコンパクションパイル工法）13） 
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表 8-3 地盤改良工法の概要（圧入締固め工法その 1）13） 



 

 

 

  

84 

表 8-4 地盤改良工法の概要（圧入締固め工法その 2）13） 
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表 8-5 地盤改良工法の概要（表層安定処理工法その 1）13） 
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表 8-6 地盤改良工法の概要（（表層安定処理工法その 2）13）    表 8-7 地盤改良工法の概要（深層混合処理工法その 1）13） 
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表 8-8 地盤改良工法の概要（深層混合処理工法その 2）13） 
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表 8-9 地盤改良工法の概要（深層混合処理工法その 3）13） 
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表 8-10 地盤改良工法の概要（深層混合処理工法その 4）13） 
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表 8-11 地盤改良工法の概要（高圧噴射攪拌工法その 1）13） 
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表 8-12 地盤改良工法の概要（高圧噴射攪拌工法その 2）13） 
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表 8-13 地盤改良工法の概要（高圧噴射攪拌工法その 3）13） 
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表 8-14 地盤改良工法の概要（高圧噴射攪拌工法その 4）13） 
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表 8-15 地盤改良工法の概要（高圧噴射攪拌工法その 5）13） 
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表 8-16 地盤改良工法の概要（高圧噴射攪拌工法その 6）13） 
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表 8-17 地盤改良工法の概要（高圧噴射併用機会攪拌工法）13） 
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表 8-18 地盤改良工法の概要（薬液注入工法その 1）13） 
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表 8-19 地盤改良工法の概要（薬液注入工法その 2）13） 
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表 8-20 地盤改良工法の概要（薬液注入工法その 3）13） 
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表 8-21 地盤改良工法の概要（護岸等補強工法）13） 


